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＜要約＞ 
日本の国連政策への提言～主要 10 項目 
 
渡邉 昭夫（日本国際連合学会理事長）・横田 洋三（中央大学教授）・ 
秋月 弘子（亜細亜大学教授）・内田 孟男（中央大学教授）・ 
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の要員派遣数も、2010 年 5 月現在、派遣加盟国 115 カ国のなかで 50 位という状況に
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提言６．『調和のとれた地球開発（Global Development in Harmony）』を目指すため、政府
















発目標（MDGs）が設定され、その中で、ODA の対 GNI 比を 0.7％にするという目標
が掲げられている。経済大国である日本もこの国際的目標を達成すべきであるにも
かかわらず、日本の ODA 予算は、1997（平成９）年をピークに、11 年間で 40％削
減されている。この状況を抜本的に改善するためには、大幅な ODA 予算の増大が必
要である。 
（４）2008 年の日本の ODA の対 GNI 比は 0.19％であり、先進諸国 22 カ国中 21 位タイで
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ある。日本は経済大国としての国際的な責任を果たしているとは到底言い難い。ま
た、一人当たりの ODA 額は、63 ドル（2007-8 年）であり、22 カ国中 20 位である。
これは１位のルクセンブルクの 804 ドルの 12 分の１にすぎない。もし日本がルクセ
ンブルクの半分でも一人当たり ODA 額を拠出すれば、ODA の対 GNI 比１％を容易
に達成できる（1.21％）のである。先進諸国中５カ国（スウェーデン、ルクセンブル
ク、ノルウェー、デンマーク、オランダ）が 0.7％の目標を達成しているが、2008 年
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（２）たとえば、2008 年の日本の国連開発計画（UNDP）への拠出額は 7,310 万ドルである
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（５）これらを達成するために、ODA の対 GNI 比 0.3％分などを積極的に活用する。 
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（３）したがって、2010 年が「文化の和解のための国際年（International Year of the 
Rapprochement of Cultures）」であることにも鑑みて、日本は、国際共生社会の形成を
目指すため、多文化主義を強く前面に出し、ソフト・パワーを使った外交に努める
べきである。   
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が必要で、その際、統合ミッションの任務の広範性に留意する。また、ジェンダー・
バランスを幹部職員にまで求める。そのために広島平和構築人材育成センターが行
っているエントリー・レベルでの訓練と外務省が行った平和活動幹部職員養成コー
スなどの取組をより強化する。 
（４）外務省の国際機関人事センターはより積極的に日本人国連職員採用へ向けて、官界、
学界、ビジネス、市民社会から広く有能な人材を発掘し、採用につなげ、その後の
フォローアップを行うべきである。その際、事務局の「国際性」と「中立性」を尊
重しつつ進める必要がある。外務省幹部と有識者による邦人職員増強のための戦略
委員会を設置することも一案である。 
（５）国連に勤務している日本人が外務省で一時的に勤務できるように人材の流動性の向
上を図る。 
 
 
以上 
